
主 な 事 業 令和 2 年度に実施した事業の一部とその決算額を紹介します。
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会　　　計　　　名 歳 入 （ A ) 歳 出 （ B ) 次 年 度 へ の
繰り越し（C)

実 質 収 支
（ A - B - C ）

一　　般　　会　　計 131 億 7,259 万円 129 億 1,454 万円 415 万円 2 億 5,390 万円
特　　別　　会　　計 15 億 0,767 万円 14 億 2,992 万円 ――――― 7,775 万円

国  民  健  康  保  険 5 億 3,947 万円 4 億 7,532 万円 ――――― 6,415 万円
後 期 高 齢 者 医 療 1 億 8,899 万円 1 億 8,278 万円 ――――― 621 万円
介 護 保 険 サ ー ビ ス 644 万円 644 万円 ――――― 0 万円
公 　 共 　 下 　 水 　 道 7 億 6,201 万円 7 億 6,092 万円 ――――― 109 万円
地  方  卸  売  市  場 1,076 万円 446 万円 ――――― 630 万円

全　　　会　　　計 146 億 8,026 万円 143 億 4,446 万円 415 万円 3 億 3,165 万円

令和 2 年度

決算報告
　地方自治法第 243 条の 3 第 1 項、倶知安町の「財政事情説明書
の作成及び公表に関する条例」に基づき、令和 2 年度の町財政の
決算をお知らせします。ここで挙げた数字は、一般会計、特別会
計と水道事業会計の令和 2 年度決算額です。各会計の決算額は、
監査委員による関係書類の審査を経て町議会に提出し、9 月定例
町議会で、審議・認定されました。
　また、併せて令和 3 年度予算の上半期（4 － 9 月）の執行状況
をお知らせします。

◇ 一般会計および特別会計　決算額総括表

収益的収支（水道水を各家庭に送るための費用） 資本的収支（施設の建設・改良のための費用）
収入（消費税込み）

区　　分 決 算 額
企 　業　 債 2 億 8,420 万円

工 事 負 担 金 1,082 万円
他会計負担金 2,935 万円
不 　足 　額

（補てん財源）2 億 7,368 万円

計 5 億 9,805 万円

支出（消費税込み）

区　　分 決 算 額
建 設 改 良 費 5 億 1,407 万円
企　 業 　債
償　 還 　金 8,398 万円

計 5 億 9,805 万円

収入（消費税除く）

区　　分 決 算 額
水 道 料 金 2 億 4,516 万円

他会計負担金 259 万円
そ の 他 収 益 8,577 万円

計（ a ） 3 億 3,352 万円

※人件費は非常勤職員分除く

支出（消費税除く）

区　　分 決 算 額
人　件　費※ 5,990 万円
減 価 償 却 費 1 億 1,309 万円
維 持 管 理 費 3,974 万円
支 払 利 息 997 万円
そ 　の　 他 5,162 万円

計（ b ） 2 億 7,432 万円

経常利益 (a-b) 5,920 万円

◇ 水道事業会計　決算額総括表

● 誰もが長く働き続けるまちにする
農業振興事業 2,650 万円
商店街活性化事業補助 1,350 万円

● 安心して子育て子育ちができるまちにする
子ども・子育て施設型給付 3 億 1,955 万円
放課後児童クラブ運営事業 3,101 万円 🅐
倶知安小学校体育館屋上防水改修工事 1,029 万円

● 新幹線と高速道路によって人と地域がつながるまちにする

西 3 丁目南通・第一倶登山橋整備事業 3 億 3,639 万円 🅑
北海道新幹線推進事業 9,724 万円

● 健康で笑顔があふれるまちにする
地域医療体制の整備 1 億 2,020 万円
総合体育館メインアリーナ照明改修工事 5,650 万円

● 帰ってきたくなる故郷 ( まち ) にする
住宅改修助成事業 1 億 1,117 万円

● 交流エリアとしての質を高める
山田地区住居表示検討事業 259 万円

※金額は万単位で記載するため四捨五入・切り捨て・切り上げをしています

※詳細な数値は町水道課にて決算書をご覧いただけます

● 住みたくなる都市 ( まち ) にする
役場庁舎建て替え事業 19 億 1,299 万円

● 交流タウンとしての魅力を高める
景観づくり制度構築事業 1,238 万円
倶知安新駅駅舎デザイン検討事業 756 万円
ひらふ第一駐車場安全対策事業 546 万円

● 交流タウンとして多文化共生を実現する
町民向け英語研修事業 131 万円

●🅐 ●🅑



人件費（12.1％）
15 億 6,564 万円

物件費（11.6％）
14 億 9,838 万円

維持補修費（4.3％）
5億 5,562 万円

扶助費（8.4％）
10 億 8,386 万円

補助費等（21.9％）　
28 億 3,347 万円

普通建設事業費（24.5％）
31 億 6,136 万円

公債費（5.6％）
7億 2,131 万円

積立金（5.5％）
7億 360 万円

投資および出資金・貸付金（0.1％）
1,500 万円

繰出金（6.0％）
7億 7,630 万円

前年度より
32 億 5,702 万円増加

歳出総額（性質別）

129 億 1,454 万円
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一般会計の一般会計の
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■■ 国保税
■■ 町　税

◇ 町税の内訳 ◇ 町税と国保税の収納率の推移

◇ 一般会計決算額と
地方交付税の推移

　歳入総額は前年度と比べ約 31.8％、
約 31 億 8,000 万円の増加となりました。
　主な要因は、新型コロナウイルス感
染症関連の事業実施による国庫支出金
の増加や、役場庁舎建て替え事業など
の実施に伴う財源確保の為の町債の増
加などが挙げられます。
　歳入の主要な柱となる町税は、新型
コロナウイルス感染症の影響により町
民税（法人）および宿泊税が減少した
一方、町民税（個人 ) は増加となり、固
定資産税も堅調な伸びを見せたことで
約 1 億 1,100 万円の増加となりました。
　町税と並び大きな割合を占める地方
交付税は、町税の伸びが大きかったこ
ともあり、約 8,200 万円減少しています。
　また、国保税の収納率はここ数年、
上昇傾向にある一方、町税は 15 年ぶり
に下降しました。
　引き続き、限られた財源を有効配分し
ながら健全な財政運営を取り進めます。

令和 2 年度 決　算　額 構成比 対前年度増減
固 定 資 産 税 16 億 2,966 万円 50.4％ 2 億 5,362 万円
町 民 税 12 億 4,516 万円 38.5％ 3,580 万円
町 た ば こ 税 1 億 6,212 万円 5.0％ ▲ 2,837 万円
都 市 計 画 税 8,777 万円 2.7％ 80 万円
宿 泊 税 5,249 万円 1.6％ ▲ 1 億 2,399 万円
軽 自 動 車 税 4,136 万円 1.3％ 341 万円
入 湯 税 1,425 万円 0.5％ ▲ 2,992 万円
合 計 32 億 3,281 万円 ―― 1 億 1,135 万円

町民税（法人）・宿泊税が減少も
歳入総額は約 31.8％の増加
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24

総務費

347,537 円
民生費 土木費 教育費

143,273 円 119,963 円 82,580 円
衛生費 公債費 商工費

49,106 円 48,652 円 27,848 円
消防費 農林水産業費 その他

議会費
労働費

26,458 円 18,055 円 7,604 円
※令和 3 年 3 月末現在の人口 1 万 4,826 人から算出

　歳出総額は前年度に比べ約 33.7％、
約 32 億 5,700 万円の増加となりました。
　消費的経費は会計年度任用職員制度
の 開 始 に よ り 人 件 費 が 約 2 億 400 万
円、新型コロナウイルス感染症緊急経
済対策の特別定額給付金事業や、新型
コロナウイルス感染症対応地方創生臨
時交付金を活用した事業により約 18 億
2,200 万円の大幅な増加となりました。
　投資的経費は、役場庁舎建て替え関
連事業費が約 14 億 7,000 万円増加した
ことや、北海道新幹線建設費負担事業
など大型事業の影響により、前年度と
比べ全体として約 10 億 600 万円増加と
なりました。
　また積立金では、公共施設整備基金、
ふるさと応援基金、財政健全化基金な
どに積み立てを行い、全体としては約 2
億 6,600 万円の増加となりました。

今後も事務事業の見直しも含め、効
率的・効果的な財政運営に努めます。

町民一人当たりに使われたお金
87 万 1,076 円

（前年度より 24 万 9,013 円増加）

庁舎建替やコロナ関連事業などで
歳出総額が約 33.7％の増加

自主財源 ＝  町が自主的に徴収する財源

依存財源 ＝  国や道から交付される財源

※円グラフの（　）内の数字は構成比
※円グラフの（　）内の数字は構成比

※円グラフの（　）内の数字は構成比

町税（24.5％）
32 億 3,281 万円

諸収入（4.5％）
5億 9,545 万円

分担金および
負担金（0.4％）
5,408 万円

使用料および
手数料（1.4％）
1億 8,132 万円

繰越金（2.6％）
3億 3,964 万円

その他（6.6％）
8億 6,932 万円

地方交付税（14.7％）
19 億 3,493 万円

地方譲与税（0.8％）
1億506万円

国庫支出金（20.3％）
26 億 7,240 万円

道支出金（3.6％）
4億 6,949 万円

町債（17.4％）
22 億 9,037 万円

その他の交付金など（3.2％）
4億 2,772 万円

歳入総額
 131 億 7,259 万円

前年度より
31 億 7,544 万円増加

令和 2 年度

決算報告

入出 歳歳

消費的経費

投資的経費
支出の効果が資本形成に向けられ、道路や施設な
ど将来残るものに支出される経費

支出の効果が単年度、極めて短期間で終わるもの
で投資的経費以外の経費

その他経費
消費的経費、投資的経費にあたらない経費

　75 億 3,697 万円

　31 億 6,136 万円

　22 億 1,621 万円

教育費（9.5％）
12 億 2,433 万円

土木費（13.8％）
17 億 7,857 万円

消防費（3.0％）
3億 9,226 万円

商工費（3.2％）
4億 1,287 万円

議会費（0.7％）　
9,026 万円

総務費（39.9％）
51 億 5,258 万円

労働費（0.2％）
2,247 万円

公債費（5.6％）
7億 2,131 万円

衛生費（5.6％）
7億 2,804 万円

農林水産業費（2.1％）
2億 6,769 万円

民生費（16.4％）
21 億 2,416 万円

歳出総額（目的別）

129 億 1,454 万円

■■ 一般会計決算額（歳出）

そ　の　他

町　　　税

普通交付税

特別交付税

歳入

H24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3
4.34.1 4.4 4.6 4.4 4.3 4.1 4.1 3.9 3.9

15.622.5 22.0 21.4 20.8 19.9 18.4 16.6 16.3 15.4

29.120.4 21.1 21.4 22.9 23.7 26.8 26.7 31.2 32.3

5535.2 33.8 32.2 32.1 48.2 41.4 33.7 48.6 80.1

104.0

79.4 78.5 76.1 77.4

93.0
90.6

78.3

96.6

129.1

120

80

60

40

20

0

（億円）

（年度）

※ H24 ～ R2 年度は決算額
R3 年度は当初予算額

100
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データから見る

※令和 3 年 3 月末現在の 1 万 4,826 人から算出

■■ 水道会計

◇ 町債（借金）残高の推移

100

80

60

40

20

（億円）

0
H24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3 （年度）

6.7 6.1 5.4 5.4 4.6 3.8 3.0 3.6 5.6 6.8

41.6 41.0 40.1 40.0 38.0 36.8 33.7 31.8 30.0 29.1

73.4 72.4 72.7 72.3
80.3

87.5 86.0
90.3

106.4
111.3

※ H24 ～ R2 年度は決算額、R3 年度は当初予算額（見込み）
H24 ～ R2 年度は「臨時財政対策債」を含む

■■ 一般会計

■■ 下水道会計

■実質赤字比率 早期健全化基準              財政再生基準 
一般会計などの赤字の程度を指標化し、財
政運営の深刻度を示すものです

14.89
%  注意エリア 20%   危険エリア

■連結実質赤字比率 すべての会計の赤字や黒字を合算し、町全
体としての赤字の程度を指標化し、財政運
営の深刻度を示すものです

19.89
％  注意エリア 30％  危険エリア

■実質公債費比率
借入金の返済額などの大きさを指標化し、
資金繰りの危険度を示すものです

25%  注意エリア 35%   危険エリア

■将来負担比率 借入金など、将来支払っていく可能性のあ
る負担の大きさを現時点で指標化し、将来
財政運営を圧迫する可能性が高いかどうか
を示すものです

350% 注意エリア

■資金不足比率    経営健全化基準 公営企業として実施している事業ごとの資
金不足額を指標化し、経営状況の深刻度を
示すものです

20% 注意エリア

財政健全 財政悪化

前年度 7.2％

前年度 77.2％

倶知安町
7.1％

倶知安町
95.9％

　令和 2 年度決算を基に「地方公共団
体の財政の健全化に関する法律」の規
定による財政の健全化判断比率を算定
した結果、当町の財政状況はいずれの
指標においても健全であるという結果
が出ました。

　令和 2 年度は、各種事業にふるさと応援基金
（貯金）を活用したほか、公共施設整備基金に

約 1 億 2 千万円を積み立てしました。
　町債（借金）とは、町が大きな事業を実施す
るにあたり借り入れるお金のことで、令和 2 年
度は新庁舎整備事業に 16 億 9,700 万円、北海
道新幹線建設費負担事業に 8,560 万円、富士見
橋橋りょう修繕事業に 2,880 万円を借り入れた
ほか、道路橋りょう整備事業、施設の除却事業
などの財源として借り入れを行い、総額で 22
億 9,037 万円の新規借り入れとなりました。

また、歳出の公債費によりこれまでの町債の
元金償還を進めています。

借金　95 万 8,105 円貯金　14 万 9,273 円

令和 2 年度末残高 対前年度増減
臨時財政対策債 32 億 7,611 万円 ▲ 7,169 万円

公共下水道 29 億 9,940 万円 ▲ 1 億 8,205 万円
公営住宅 10 億 7,631 万円 ▲ 1 億 2,216 万円

児童福祉施設 10 億 7,547 万円 ▲ 723 万円
道路・公園 10 億 6,201 万円 6,161 万円

地産地消食育推進施設
（学校給食センター） 8 億 0,647 万円 ▲ 2,129 万円

上水道 5 億 6,320 万円 2 億 2,021 万円
小・中学校 3 億 6,449 万円 ▲ 3,194 万円
農業・林業 1 億 6,715 万円 614 万円

その他 28 億 1,426 万円 18 億 0,214 万円
計 142 億 0,487 万円 16 億 3,374 万円

◇ 町債（借金）残高の内訳

前年度 0％

前年度 0％

前年度 0％

倶知安町
0％

倶知安町
0％

倶知安町
0％

土地　1,667 万 5,611㎡
公用・公共用地　23％
山林・原野など　77％

（前年度と変わらず）

建物　12 万 7,273㎡

庁舎・公営住宅など 169 棟

（対前年度　198㎡減）

基金（貯金）　
22 億 1,313 万円

（対前年度　2 億 6,616 万円増）
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事　　業　　名 金　　額

・じゃがりん号運行事業 16,500,000 円 🅐

・統合保育所運営事業 12,368,000 円 🅑
・役場庁舎建て替え事業 8,900,000 円 🅒
・高齢者・障がい者除雪世帯
・訪問除雪業務委託事業 8,300,000 円

・放課後児童クラブ運営事業 7,100,000 円

・ごみ減量化、リサイクル事業 6,589,000 円

・児童館運営事業 6,500,000 円

・旭ケ丘スキー場運営事業 5,470,000 円

・美術館振興事業 5,100,000 円

・風土館運営事業 5,095,000 円

・予防接種事業 3,056,000 円

・総合体育館整備事業 2,400,000 円

87,378,000 円

積　立　先 件　数 金　　額

ふるさと応援基金 12,204 件 77,702,372 円

教育振興基金 1,126 件 12,654,504 円

13,330 件 90,356,876 円

会　　　計　　　名 予 算 額（ A ) 収入済額（ B ) 執行率
B / A 支出済額（ C ) 執行率

C / A
一　　　般　　　会　　　計 109 億 6,150 万円 47 億 7,258 万円 43.5％ 44 億 0,010 万円 40.1％

特

別

会

計

国  民  健  康  保  険  事  業 5 億 4,281 万円 3 億 5,322 万円 65.1％ 2 億 9,222 万円 53.8％
後 期 高 齢 者 医 療 事 業 1 億 9,432 万円 8,424 万円 43.4％ 5,803 万円 29.9％
介 護 保 険 サ ー ビ ス 事 業 791 万円 285 万円 36.0％ 230 万円 29.1％
公  共  下  水  道  事  業 8 億 9,979 万円 3 億 3,979 万円 37.8％ 3 億 0,029 万円 33.4％
地  方  卸  売  市  場  事  業 583 万円 849 万円 145.6％ 381 万円 65.4％
公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 ――――― ――――― ―― ――――― ――

水
道
事
業

資 本 的
収　入 2 億 3,776 万円 39 万円 0.2％ ――――― ――
支　出 4 億 7,297 万円 ――――― ―― 8,035 万円 17.0％

収 益 的
収　入 3 億 4,726 万円 1 億 2,405 万円 35.7％ ――――― ――
支　出 3 億 2,184 万円 ――――― ―― 5,687 万円 17.7％

会　　　計　　　名 繰越予算額（ A ) 収入済額（ B ) 執行率
B / A 支出済額（ C ) 執行率

C / A
一 般 会 計 2 億 6,671 万円 1 億 0,893 万円 40.8％ 1,479 万円 5.5％

※繰越明許費：事業の性質など、何らかの事由によって、当該会計年度内に支出が終わらない見込のあるものについて、限度額を定め、議会の議決を得て翌年
度に限り使用できる予算のこと

◇ 予算執行状況 ( 上半期 4 － 9 月 )

◇ 令和 2 年度からの繰越明許事業執行状況 ( 上半期 4 － 9 月 )

　ふるさと応援寄附金は、まちづくりを応援しよ
うとする人から寄附金を募り、これを財源として
各種事業を実施することを目的に平成 20 年度に創
設されました。いただいた寄附金は一度基金とし
て積み立て、その後さまざまな事業に有効活用し
ます。

令和 3 年度予算執行状況

令和 2 年度

決算報告

町民一人当たりの

金貯 と 借

附

財 金

金寄

政

ふるさと応援

●🅐

これまでいただいた寄附金のうち 8,737 万 8 千円を令和 2 年度の
さまざまな事業に有効活用させていただきました。

●🅑

●🅒



◇ 手当制度
内 容 支 給 額

扶

養

○扶養親族のある職員に対して
・配偶者：月額 6,500 円
・子　　：月額 10,000 円／ 1 人
・その他：月額 6,500 円／ 1 人
・特定扶養：満 15 ～満 22 歳の扶養親族がある場合は

5,000 円加算

1,328 万円

住

居

○住宅などを借り受け、月額 12,000 円を超える家賃な
どを支払っている職員に対して
・借家など：家賃月額 2 分の 1（上限 27,000 円）

2,060 万円

時
間
外
勤
務

○正規の勤務時間を超えて勤務することを命じられた
職員に対して

【勤務日】（原則 1 日 3 時間以内）
・勤務 1 時間当たり給与額× 1.25

【週休日】（原則代休振り替え）
・勤務 1 時間当たり給与額× 1.35

3,795 万円休
日
勤
務

○祝日、年末年始の休日などに勤務することを命じられ
た職員に対して（原則代休振り替え）
・勤務 1 時間当たり給与額× 1.35

夜
間
勤
務

○正規の勤務時間として 22 ～ 5 時の間に勤務する職員
に対して
・勤務 1 時間当たり給与額× 0.25

期

末

○ 6 月 1 日、12 月 1 日に在籍する職員に対して
・ 6 月期：基礎額× 1.30 カ月分
・12 月期：基礎額× 1.25 カ月分

　（役職加算 6 級 15％、5・4 級 10％、3 級 5％）

1 億
3,782 万円

勤

勉

○ 6 月 1 日、12 月 1 日に在籍する職員に対して

・ 6 月期：基礎額× 0.95 カ月分
・12 月期：基礎額× 0.95 カ月分

9,601 万円

内 容 支 給 額
寒

冷

地

○ 11 月から翌年 3 月の各月初日に在勤する職員に対して
・世帯主（扶養親族あり）　月額 26,380 円
・世帯主（扶養親族なし）　月額 14,580 円
・非世帯主 月額 10,340 円

1,484 万円

管
理
職

○管理、監督の地位にある職員（主幹職以上）に対して
・給料月額×課長職 8％、主幹職 6％ 1,208 万円

管理
職員
特別
勤務

○管理職員が臨時、緊急の必要、その他の公務の運営の
必要により、週休日か祝日、年末年始の休日などに勤
務した場合
・課長職：1 回 8,000 円
・主幹職：1 回 6,000 円

26 万円

特

殊

勤

務

○著しく危険、不快、不健康、困難な勤務、その他著し
く特殊な勤務に従事し、給与上特別の考慮を必要とす
る職員に対して
・税務手当（もっぱら町税の徴収事務に従事する職員）：月額 5,000 円
・上記職員以外で町税の徴収などの事務に従事した

職員：日額 500 円
・感染症防疫業務手当：日額 500 円
・野犬捕獲業務手当：日額 500 円
・行旅病人取扱手当：1 件 500 円
・行旅死亡人収容手当：１件 1,000 円
・火葬業務手当：日額 1,000 円
・家畜防疫業務手当：日額 500 円
・徴収手当（水道料金など）：日額 500 円
・停水処分手当：日額 800 円
・緊急出動手当：1 回 600 ～ 800 円

28 万円

通

勤

○通勤距離が片道 2km 以上の職員に対して
・交通機関を利用している場合：運賃などの相当額
・自動車などを使用している場合：2,000 ～ 31,600 円

85 万円

（勤務に従事した時間が 6 時間
を超える場合は 100 分の 150 を
乗じて得た額）

－8－

　「倶知安町人事行政の運営等の状況の公表に関する条
例」に基づき、町職員の前年度（令和 2 年度）の給与、
勤務条件などの状況についてお知らせします。

◇ 人件費の状況
歳 出 総 額

（ A ）
人　件　費

（ B ） 前年度比 人件費率
（ B/A ）

129 億 1,454 万円 15 億 6,564 万円
（共済費負担など含む）

+2,396 万円
（1.53％増） 12.10％

◇ 職員人件費
職員数 職　　員　　給　　与　　費 1 人当たり

給　与　費総数 退職 採用 給　　料 期末勤勉手当 その他手当 計
一般行政職 165 人 13 人 10 人 5 億 7,465 万円 2 億 2,403 万円 9,683 万円 8 億 9,551 万円 515 万円

技能労務職 7 人 1 人 0 人 2,549 万円 979 万円 329 万円 3,857 万円 551 万円

計 172 人 14 人 10 人 6 億 714 万円 2 億 3,382 万円 1 億 12 万円 9 億 3,408 万円 ――

◇ 給料・年齢（令和 2 年 4 月 1 日現在）

◇ 特別職・町議会議員の給料・報酬（月額）

三 役 議 員
町　　長 副 町 長 教 育 長 議　　長 副 議 長 議　　員

給料・報酬 700,000 円 600,000 円 550,000 円 268,000 円 218,000 円 179,000 円

期末手当 6 月期：2.25 月　12 月期：2.20 月
役職加算 15％

6 月期：2.10 月　12 月期：2.30 月
役職加算 15％

一般行政職

29 万 ,894 円
39.2 歳

人件費

歳出総額 129 億 1,454 万円のうち

15 億 6,564 万円
技能労務職

30 万 2,743 円
47.4 歳

　一般行政職の初任給は、大学卒
18 万 2,200 円、 高 校 卒 15 万 600
円としており 2 年後の給料はそれ
ぞれ 19 万 3,900 円、15 万 8,900 円
としています。これらは国家公務
員と同額です。
　また、大学卒の給料は経験 20 年
で 35 万 5,200 円、経験 25 年で 37
万 4,800 円とし、高校卒の給料は
経 験 25 年 で 35 万 6,667 円、 経 験
30 年で 38 万 4,250 円としています。

（令和 2 年 4 月 1 日現在）

（平均） （平均）

◇ 勤務する曜日、1 日の勤務時間
町職員は毎週月～金

曜日（国民の祝日に関
す る 法 律 で 定 め た 休
日、12 月 31 日 ～ 1 月
5 日を除く）を勤務日
としています。
※勤務時間は 8 時 45 分～ 17 時 30 分（うち休憩時間 12 ～ 13 時）

休
憩
時
間

勤務時間 勤　務　時　間

13:00 17:30

8:45 12:00 　休暇は年次有給（年
間 20 日、繰り越しを含
めると最大 40 日）、産
前・産後、介護、育児、
ボランティアなど 22 種
類あります。

◇ 職員の分限、懲戒処分

処分内容 処分者 処　分　理　由

降　任 0 人

免　職 2 人 心 身 の 故 障

休　職 5 人 心 身 の 故 障

分限処分者（本人に不利益が生じる処分）

処分内容 処分者 処　分　理　由
免　職 0 人
停　職 0 人
減　給 0 人
戒　告 0 人

懲戒処分

◇ 職員の服務
許可件数

営利企業等
従 事 許 可

営利を目的とする私企業・
団体の役員、その他の地
域を兼ねる

0 件

自ら営利を目的とする私
企業を営む 0 件

報酬を得る事業・事務 9 件

◇ 級別職員数（一般行政職等、令和 2 年 4 月 1 日現在）

1 級　定型的な業務を行う職務
2 級　高度な知識、経験を必要とする業務を行う職務
3 級　①係長、主査の職務

②困難な業務を処理する主任の職務
③特に高度な知識、経験を必要とする業務を行う職務

4 級　特に困難な業務を処理する係長、主査の職務
5 級　主幹職の職務
6 級　課長職の職務

◇ 職員の福祉と利益保護の状況
福利厚生事業

団 体 名 概 要 公 的 負 担

北海道市町村職員共済組合
　組合員である職員の掛金と使用者である自治体の負担金を財源として、組合員およびそ
の家族の生活の安定と福祉の向上に寄与するとともに、公務の能率的運営に資することを
目的としています。

1 億 9,089 万円

北海道市町村職員福祉協会 　会員（職員）と家族の福祉の増進と生活安定のため、また共済組合の事業を補完するさ
まざまな事業を行っています。 42 万円

倶知安町職員福利厚生会

　職員相互の親睦と福利厚生の向上を図ること
を目的に設置されました。事業内容は①・②の
とおり。
　公費負担額＝ 329 万円（令和 2 年度実績）

①健康管理事業 ②元気回復事業
レクリエーションの実施と体育
グループなどへの活動費助成

種 類 受 診 者 受 診 率
総　合　健　診 108 人 97.3％
ミニドック健診 53 人 100％

その他の項目を含め、「人事行政の運営などの状況」については町公式 WEB サイトでも公表しています
      http://www.town.kutchan.hokkaido.jp/town_administration/jinji_syokuin/jinji_joukyou/

－9－

1 級

29 人

2 級

20 人

3 級

46 人

4 級

39 人

5 級

22 人

6 級

16 人

一般行政職等
172 人

19.9％

職員の年次有給休暇取得率

平均取得日数　7.3 日／人

（前年度 22.5％）

URL

※令和 2 年 1 月 1 日～
令和 2 年 12 月 31 日

※職員総数は令和 2 年 4 月 1 日現在の人数、退職・採用数は令和 2 年 4 月 1 日～令和 3 年 3 月 31 日の期間に
退職・採用した人数、職員給与費は令和 2 年度決算額

※令和 2 年度決算額、特別職を含む
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